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平成３０年度以降

情報の共有化

事業類型 法定受託系

情報化の整備を図る

1

　経常的にシステム管理を行うことにより、市民及び職員に対して事務事業が迅速かつ正確

に遂行されることを目的とする。

　コンピュータシステムを利用した市民サービスの向上と行政事務の効率化をはかるため、

コンピュータ機器、システム、ネットワークの安定稼動のための運用管理を行った。

その他財源については、各特別会計より電算処理負担金を措置している。

・機器の借上げ及び保守

・ホストコンピュータのアプリケーションプログラム及びネットワーク機器の稼動監視

・バックアップﾃｰﾌﾟの保管

・機密文書の処分

【平成２３年度主要実施内容】

基幹系・情報系業務機器の借上料（235,897千円）

電算処理委託料（21,398千円）

助成 3
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356,084

電算処理委託料（21,398千円）

回線使用料（13,019千円）

あいち電子自治体推進協議会負担金（9,932千円）

　

なお、平成24年度予算額の増加要因としては、税務福祉総合ｼｽﾃﾑ構築に係る既存ｼｽﾃﾑ

とのシステム間連携機能構築委託料及び機器借上料や新庁舎移転に伴うネットワーク構築

委託料及び電算機器移設委託料の新規計上が主な理由です。
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　市民サービスの向上及び事務の効率化に必要なパソコンの配備率が、概ね目標で

あるパソコン１人１台体制にすることができた。

159

842

―

845

H21

―

H22

―

H24H23

基幹系パソコン配備数

成果指標名

パソコン配備率

（情報系・基幹系ノートＰＣ配

備数/ＰＣ使用可能職員数×

100）

事業の

達成状況

活動指標名

情報系パソコン配備数

―

台

台

H23

―

170

―

860

―

H21

160

―

98.3 98.9

98

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績

H22

24事業番号

平平平平

成成成成

２２２２

３３３３

年年年年

システムやコンピュータ機器の安定稼動が損なわれ市の行政業務が停滞する。
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判　定　理　由

今後もパソコンの適正な運用管理を行っていくため機器更新時期の統一化を図れる

よう検討していく。
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事業実施におけ

る課題等

パソコンの配備時期が統一されていないことに加え、パソコンの台数も年々増加して

いるため運用管理が煩雑になっている。

市民サービスの向上及び行政事務の効率化にコンピュータシステムは必要不可欠に

なっているため、パソコン1人1台体制の現状規模の維持が必要と判断した。
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